
第１０回 食のみやこ･やらいや農林水産業ＰＴ会議

１．開 会

２．会長あいさつ

３．議 事

（１）ＴＰＰ協定の動向

（２）各長期ビジョンのＰＤＣＡ

（27年度の取組点検、28年度の対策）

４．閉 会

日時 平成２８年４月４日（月）
午後１時３０分～３時３０分

場所 県庁特別会議室

ＴＰＰ協定署名 ～現在の動向～

TPPが大筋合意､H28年2月4日に署名式開催
TPP関連政策大綱(H27年11月25日)に基づき､
国が農林水産関連施策を強化
県もH27補正とH28当初で対策を強化

TPP関連政策大綱に基づく施策の推進

【農業関係】
次世代を担う経営感覚に優れた担い手の育成
・担い手の経営発展の取組等支援を強化

国際競争力のある産地イノベーションの促進
・園芸産地力強化、ＩＣＴ農業の推進等支援を強化

畜産・酪農収益力強化総合プロジェクトの推進
・畜産クラスター事業の推進等支援を強化

【林業関係】
合板・製材の国際競争力の強化
・大規模・高効率の加工施設の整備等支援を強化

【水産業関係】
持続可能な収益性の高い操業体制への転換
・漁船の導入、産地の施設整備等支援を強化

【輸出・加工分野】
高品質な我が国農林水産物の輸出等の需要ﾌﾛﾝﾃｨｱの
開拓
・施設整備、国際認証取得等支援を強化

消費者との連携強化（新商品開発支援）

国がH27年度補正予算で総額3,122億円積み上げ
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漁船・産地市場整備



ＴＰＰ発効までの想定スケジュール
TPP協定の発効までの手続き･スケジュールについて 第30章.最終規定TPP協定の改正､加入､効力発生､
脱退等の手続､協定の正文等について規定している。発効については､TPP協定上以下のとおりとなって
いる。

① 全ての原署名国が国内法上の手続を完了した旨を書面により寄託者に通報した後60日後

② ①に従って2年以内に全ての原署名国が国内法上の手続を完了しない場合、原署名国のGDPの合計の
少なくとも85パーセントを占める少なく とも6か国が寄託者に通報した場合には､本協定は上記2年
の期間の経過後60日後

③ ①又は②に従って協定が発効しない場合には、原署名国のGDPの合計の少なくとも85パーセントを
占める少なくとも6か国が寄託者に通報 した日の後60日後に発効することとなっている。

①の場合

②の場合

③の場合

大
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手続き完了
通報後６０日

署名日から２年

６０日
発

効

発

効

署名日から２年目の時点で、原署名国の
ＧＤＰ８５％を占める６カ国が寄託者に
通報している場合。

原署名国のＧＤＰ８５％を占める６カ国
が寄託者に通報した場合。
（署名から２年以降の場合）

６０日

品目 現行関税 合意内容

牛肉 38.5％ ９％（16年後）

豚肉
4.3％（高価格帯） 撤廃（10年後）

482円／㎏（低価格帯） 50円／㎏（10年後）

米 341円／㎏ 無税輸入枠7.84万トン新設

乳製品 29.8％＋985円／㎏（バター）
低関税輸入枠７万トン新設

（バター・脱脂粉乳）

すいか 6.0％

ブロッコリー 3.0％

ねぎ 3.0％

らっきょう 6.0％

アスパラ 3.0％

梨 4.8％

柿 6.0％

ぶどう 17.0％

ズワイガニ 4.0％

ギンザケ 3.5％ 撤廃（11年後）

クロマグロ 3.5％ 撤廃（11年後）

しいたけ 4.3％ 3.6％（即時）

即時撤廃

ＴＰＰ協定署名 ～県内主要産品を直撃～



品目 主な対象国と現行関税 合意内容

牛肉

米国
枠内(日本向け200t)：4.4ｾﾝﾄ/ｋｇ

枠外：26.4％

関税撤廃（15年後）

関税撤廃までの間、無税の日本向け輸入枠
創設（6,250t)

（＊現行輸出量(日本)：153ｔ/年）

カナダ 26.5％ 撤廃（６年後）

メキシコ 枠内：2～2.5％、枠外：20～25％ 撤廃（10年後）

梨
米国 無税又は0.3ｾﾝﾄ/ｋｇ 即時撤廃

カナダ 無税又は2.81セント/ｋｇ 即時撤廃

米
米国 1.4ｾﾝﾄ/ｋｇ 撤廃（５年後）

ベトナム 22.5％ 即時撤廃

アイスクリーム 米国 50.2ｾﾝﾄ＋17％ 撤廃（10又は20年後）

水産物 ベトナム 11～18％ 即時撤廃

日本酒
米国 ３ｾﾝﾄ/リットル 即時撤廃

カナダ 2.82～12.95ｾﾝﾄ/ﾘｯﾄﾙ 即時撤廃

ＴＰＰ協定署名 ～輸出促進の好機～

品目

国試算（H27.12.24公表） 県試算

影響額（億円）
産出額
(H25/億円)

影響額（億円） 【参考】
H25

影響試算
（億円）最小 最大 最小 最大

米 0 0 154 0 0 ▲76

牛肉 ▲311 ▲625 26 ▲1.27 ▲2.61 ▲15

豚肉 ▲169 ▲332 51 ▲2.03 ▲3.56 ▲45

乳製品 ▲198 ▲291 58 ▲0.38 ▲0.64 ▲57

鶏肉 ▲19 ▲36 67 ▲0.27 ▲0.54 ▲21

鶏卵 ▲26 ▲53 21 ▲0.11 ▲0.22 ▲5

農産物（小計） 377 ▲4.1 ▲7.6 ▲219

合板 ▲219 ▲219 115 ▲6.9 ▲6.9 ▲9

林産物（小計） 115 ▲6.9 ▲6.9 ▲9

あじ ▲6 ▲12 10 ▲0.30 ▲0.62 ▲4

さば ▲6 ▲11 5 ▲0.13 ▲0.33 ▲3

いわし ▲24 ▲48 6 ▲0.58 ▲1.18 ▲0.1

いか ▲10 ▲19 18 ▲0.54 ▲1.12 ▲5

まぐろ・かつお類 ▲57 ▲113 27 ▲0.59 ▲1.35 ▲6

さけ・ます類 ▲40 ▲81 2 ▲0.06 ▲0.11 －

水産物（小計） 68 ▲2.2 ▲4.7 ▲18

農林水産物（合計） 560 ▲13.2 ▲19.2 ▲246.1

国ＴＰＰ影響試算の概要



ＴＰＰ発効による県内農林水産品への影響①

○大きな影響が見込まれる品目

品目 現行関税 合意内容 想定される県内影響

牛肉 38.5％
(16年目)

9％

安価な輸入牛肉との競合により､肉質面での差別化が困難な乳用種､

交雑種主体の肥育農家への影響が見込まれる｡

豚肉

(高価格帯)

4.3％
撤廃

主に精肉用途で使用される高価格帯肉については､低率な従価税の

撤廃ではあるが､輸入肉と国産肉の価格差がさらに広がると見込ま

れ､中･小規模農家への影響が見込まれる｡
(低価格帯)

482円/㎏

(10年目)

50円/㎏

乳製品

(バター)

29.8%

+985円/kg

(バター･脱脂粉乳)

低関税輸入枠

7万ﾄﾝ新設

国内生産量は減少傾向にあり､近年､バター等を追加輸入している

状況(H27実績:15.6万トン)であるが､今後､生乳の国内供給力不足

が解消された場合には､価格競争力の高い北海道の生乳が本州以南

に流入増加するなど､県内農家への影響が懸念される。

米 341円/kg
無税輸入枠

7.84万ﾄﾝ新設

国内需要量減少が続く中､長期的に主食用米の価格低下につながり､

特に系統販売中心の農家への影響が懸念される｡

ＴＰＰ発効による県内農林水産品への影響②

○影響が懸念される品目

品目 現行関税 合意内容 想定される県内影響

ﾌﾞﾛｯｺﾘｰ 3.0％ 即時撤廃

輸入品の大半を占める米国産とは､県産葉つきブロッコリーなど鮮度面

での差別化は図られているが､加工用需要に米国産が流れ､国内産全体の

価格低下につながることも懸念される｡

ぶどう 17.0％ 即時撤廃

輸入品の大半はチリ･米国産｡主要輸入品種(レッドグローブ)の出荷時期

は県内産の出荷時期とズレがあるが(チリ:1～5月､米国:9～12月)､他に

出荷時期が重複する品種(青ぶどう､米国:8～11月)もあるため､影響が

懸念される｡

すいか 6.0％ 即時撤廃

輸入実績は少ないが､関税率が他品目より高いことに加え､輸入品の大

半を占める米国産は業務･加工用需要(カットフルーツ等)に仕向けられ

ることが多いことから､米国産需要の増加により､国内産全体の価格低

下につながることも懸念される｡

合板
6.0～

10.0％
16年目撤廃

輸入合板の多くはマレーシア産であり､輸入品の価格低下が懸念される｡

ｽﾞﾜｲｶﾞﾆ 4.0％ 即時撤廃

TPP参加国(米国･カナダ)からの輸入は冷凍輸入が大半｡加工･外食需要

に輸入品が流れることにより､県内産の需要減少につながることが懸念

される｡



ＴＰＰ発効による県内農林水産品への影響③

○直接的な影響は限定的だが、将来的な影響が懸念される品目

品目 現行関税 合意内容 想定される県内影響

ねぎ 3.0％ 即時撤廃

TPP非参加国(中国)からの輸入が大半であり､直接的な影響は限定的であ

るが､国内の米農家による園芸品目導入が加速すること等による影響も懸

念される｡

なし 4.8％ 即時撤廃

TPP非参加国(韓国)からの輸入が大半であり､直接的な影響は限定的であ

るが､TPP参加国には梨の生産･輸出国(NZ)があり､関税撤廃を契機とし

て日本への輸出量が増加することも懸念される｡また､オレンジ等柑橘系

果実の輸入増加による､梨の消費離れも懸念材料｡

ｷﾞﾝｻﾞｹ 3.5％ 11年目撤廃

輸入ギンザケの大半はチリ･ノルウェー産｡チリ産の関税率は0.6％(チリ

とは既に個別EPA締結済)と低率であり､直接的な影響は限定的であるが､

他種サケ(ベニザケ等であり､米国･カナダ等から輸入実績あり)の輸入拡大

により､県内産ギンザケの需要減少につながることも懸念される｡

区分 協議会 実施概要
要望額

(１/21時点)
要望額
(4/4時点)

酪
農

鳥取県東部地域
畜産ｸﾗｽﾀｰ協議会

・大規模農場の整備(新規):600頭規模
・法人農場の規模拡大:150頭増 他機械導入等

2,386 3,071

鳥取県中西部地域
畜産ｸﾗｽﾀｰ協議会

・農家3戸の規模拡大 計80頭増
・機械導入

1,150 487

肉
用
牛
・
養
豚

[肉用牛]いなば畜産
ｸﾗｽﾀｰ協議会

・農家1戸の繁殖牛舎整備 48頭増

115

27

[肉用牛･養豚]JA鳥取
中央畜産ｸﾗｽﾀｰ協議会

・農家3戸の繁殖牛舎整備 計32頭増､機械導入
・農家1戸の規模拡大 母豚40頭増､機械導入

121

[肉用牛]JA鳥取西部
畜産ｸﾗｽﾀｰ協議会

・農家1戸の繁殖牛舎整備 5頭増
38

合 計 3,651 3,744

産地パワーアップ事業

畜産クラスター事業

単位：百万円

国ＴＰＰ関連対策の活用①

単位：百万円

区分 実施概要
要望額

(１/21時点)
要望額
(4/4時点)

低ｺｽﾄﾊｳｽ 東部:ｱｽﾊﾟﾗｶﾞｽ 中部:ｽｲｶ･ﾄﾏﾄ 西部:花壇苗､葉物類､育苗ﾊｳｽ 455 455

機械整備 野菜：ﾄﾗｸﾀｰ・収穫機・管理機等 果樹：ｽﾋﾟｰﾄﾞｽﾌﾟﾚｰﾔ 511 511

施設等整備 中部:らっきょう･白ねぎ･ﾌﾞﾛｯｺﾘｰ･梨 西部:米 － 814

合 計 966 1,780



地区名 実施概要 要望額
(１/21時点)

要望額
(4/4時点)

全域 ○間伐の推進･路網整備 769 750

合 計 769 750

事業名 地区名 実施概要 要望額
(１/21時点)

要望額
(4/4時点)

燃油補給施設整備

事業

賀露(鳥取県漁協) 燃油補給施設

（150k㍑タンク）２基

112 112

特定漁港漁場整備

事業(公共事業)

境港 境漁港高度衛生管理型市場整備

トラックスケール・３号上屋

570 570

合 計 682 682

合板・製材生産性強化事業

燃油補給施設整備事業・特定漁港漁場整備事業

単位：百万円

国ＴＰＰ関連対策の活用②

単位：百万円

０．７億円（Ｈ２７臨時議会０．１億円）
★６次産業化商品の「売れる化」支援事業 6百万円
・農産物関西販売拠点チャレンジ「食のみやこ鳥取県」フェア 6百万円
・「食のみやこ鳥取県」メディア発信事業 56百万円
★鳥取県産きぬむすめﾌﾞﾗﾝﾄﾞ化戦略推進事業、★鳥取の牛肉ﾌﾞﾗﾝﾄﾞ強化対策事業（再掲）

０．７億円（Ｈ２７臨時議会０．１億円）
★６次産業化商品の「売れる化」支援事業 6百万円
・農産物関西販売拠点チャレンジ「食のみやこ鳥取県」フェア 6百万円
・「食のみやこ鳥取県」メディア発信事業 56百万円
★鳥取県産きぬむすめﾌﾞﾗﾝﾄﾞ化戦略推進事業、★鳥取の牛肉ﾌﾞﾗﾝﾄﾞ強化対策事業（再掲）

・ＴＰＰの県内農林水産業、県内企業への影響を精査
・県内農林水産業の競争力の強化に向け、国事業を活用しながら、県独自対策にも取り組む

主な事業は以下のとおり
（★印は臨時議会対応）

６．８億円（Ｈ２７臨時議会０．５億円）
★とっとり農林水産人材育成システム推進事業 6百万円
★新規就農者総合支援事業、森林整備担い手育成対策事業、
漁業就業者確保対策事業 668百万円（臨時39百万円＋当初629百万円）

・今こそ農林水産業に女性の力を！自主参画推進事業 7百万円
★戦略的スーパー園芸団地整備事業（再掲）

６．８億円（Ｈ２７臨時議会０．５億円）
★とっとり農林水産人材育成システム推進事業 6百万円
★新規就農者総合支援事業、森林整備担い手育成対策事業、
漁業就業者確保対策事業 668百万円（臨時39百万円＋当初629百万円）

・今こそ農林水産業に女性の力を！自主参画推進事業 7百万円
★戦略的スーパー園芸団地整備事業（再掲）

将来を担う若き担い手の躍進

０．６億円
・農地法面管理省力化実証事業 1百万円
・木質バイオマス供給施設等整備推進事業 56百万円
★中山間地域を支える水田農業支援事業（再掲）
・低コスト・省力化を目指す水田農業緊急対策事業（再掲）

０．６億円
・農地法面管理省力化実証事業 1百万円
・木質バイオマス供給施設等整備推進事業 56百万円
★中山間地域を支える水田農業支援事業（再掲）
・低コスト・省力化を目指す水田農業緊急対策事業（再掲）

中山間地域など地域農林水産業の推進

【畜産】
★畜産クラスター施設整備事業（肉用牛、酪農、養豚） 993百万円
★和牛改良・増頭対策事業 127百万円 （臨時29百万円＋当初98百万円）

★和牛受精卵・放牧拡大支援事業 8百万円
★鳥取の牛肉ブランド強化対策事業 10百万円
★鳥取和牛肉うまみ開発試験事業 41百万円
★乳用牛増頭支援事業 9百万円
★緊急生乳増産奨励事業 8百万円
★畜産試験場家畜防疫体制強化事業 64百万円

【米】
★鳥取県産きぬむすめブランド化戦略推進事業 7百万円
★中山間地域を支える水田農業支援事業 18百万円
・低コスト・省力化を目指す水田農業緊急対策事業 2百万円

【園芸】
★戦略的スーパー園芸団地整備事業 36百万円
★鳥取型低コストハウスによる施設園芸等推進事業 252百万円
★産地パワーアップ事業 63百万円
★「新甘泉」生産拡大特別対策事業 2百万円
★薬用作物等生産振興対策事業 7百万円
・鳥取芝ブランド化生産振興事業 13百万円
・果樹研究所機能移転に伴う梨研究連携推進事業 2百万円

【林業】
・「木づかいの国とっとり」推進プロジェクト事業 7百万円
★合板・製材生産性強化対策事業 751百万円
★「鳥取茸王」緊急生産拡大支援事業 51百万円
・クヌギ原木林緊急造成（果樹園跡地等有効利用）事業 9百万円

【水産業】
★特定漁港漁場整備事業 770百万円 （臨時570百万円＋当初200百万円）

【畜産】
★畜産クラスター施設整備事業（肉用牛、酪農、養豚） 993百万円
★和牛改良・増頭対策事業 127百万円 （臨時29百万円＋当初98百万円）

★和牛受精卵・放牧拡大支援事業 8百万円
★鳥取の牛肉ブランド強化対策事業 10百万円
★鳥取和牛肉うまみ開発試験事業 41百万円
★乳用牛増頭支援事業 9百万円
★緊急生乳増産奨励事業 8百万円
★畜産試験場家畜防疫体制強化事業 64百万円

【米】
★鳥取県産きぬむすめブランド化戦略推進事業 7百万円
★中山間地域を支える水田農業支援事業 18百万円
・低コスト・省力化を目指す水田農業緊急対策事業 2百万円

【園芸】
★戦略的スーパー園芸団地整備事業 36百万円
★鳥取型低コストハウスによる施設園芸等推進事業 252百万円
★産地パワーアップ事業 63百万円
★「新甘泉」生産拡大特別対策事業 2百万円
★薬用作物等生産振興対策事業 7百万円
・鳥取芝ブランド化生産振興事業 13百万円
・果樹研究所機能移転に伴う梨研究連携推進事業 2百万円

【林業】
・「木づかいの国とっとり」推進プロジェクト事業 7百万円
★合板・製材生産性強化対策事業 751百万円
★「鳥取茸王」緊急生産拡大支援事業 51百万円
・クヌギ原木林緊急造成（果樹園跡地等有効利用）事業 9百万円

【水産業】
★特定漁港漁場整備事業 770百万円 （臨時570百万円＋当初200百万円）

とっとりフードバレーの推進

３．１億円（Ｈ２７臨時議会２．０億円）
★「食のみやこ鳥取県」輸出促進活動支援事業 82百万円

（臨時43百万円＋当初39百万円）

★海外展開サポート体制強化事業 55百万円
★競争力のある物流機能構築支援事業 5百万円
★フードビジネス拡大支援事業 93百万円
・商圏拡大・需要獲得支援事業 36百万円
・食の安全・安心プロジェクト推進事業 38百万円

３．１億円（Ｈ２７臨時議会２．０億円）
★「食のみやこ鳥取県」輸出促進活動支援事業 82百万円

（臨時43百万円＋当初39百万円）

★海外展開サポート体制強化事業 55百万円
★競争力のある物流機能構築支援事業 5百万円
★フードビジネス拡大支援事業 93百万円
・商圏拡大・需要獲得支援事業 36百万円
・食の安全・安心プロジェクト推進事業 38百万円

県内企業の海外展開支援

平成２８年度事業費平成２８年度事業費
約４４億円

（臨時議会３１．８億円含む）

３２．５億円（Ｈ２７臨時議会２９．２億円）

競争力（産地力）の強化

県ＴＰＰ関連対策 ～２月臨時＋28年度当初～



中山間地域で水田農業を支える
個人農業者の支援に着目！

県内には多様な担い手が
水田農業に従事

中山間地域を中心に、
上記以外の担い手が

地域の水田農業を維持
支援制度が不足

中山間地域で水田農業に従事する個人農業者を支援し、中山間地域集落に
おける担い手育成を図りながら､県内各集落における集落営農組織化を推進！

➀ 認定農業者
（農作業受託、農地集積）

➁ 集落営農組織
（集団化による営農）

➂ 認定新規就農者

➀➁➂以外の
担い手農家(個人農業者)

支援制度が充実 「人・農地プラン」による集落での合意形成

「人･農地ﾌﾟﾗﾝ｣の
話し合いの結果､
地域の担い手として
個人農業者を選定

集落内の一定面積をカバー！

県ＴＰＰ関連対策 ～主な事業～
中山間地域水田農業の維持・発展

[鳥取型低コストハウス]従来材よりも強度が1.5倍のパイプを使用し
パイプ間隔を1.5倍に広げて資材費を3割程度抑えた新しいハウス

導入コストを低減、農業所得向上へ

生産者の声

・しっかりしていて
春の強風でも問題なし

・中古ハウスよりも安価
で魅力的

・これだけ安価なら導入
する農家が増える H27 H28予定

導入面積（累計）

138棟3.7ha

累計384棟 10.6ha

園芸産地の活力増進！！

◎人気急上昇

（例）八頭町の女性グループが
野菜を栽培して直売所に出荷

中山間地域
の活性化も！

県ＴＰＰ関連対策 ～主な事業～
鳥取型低コストハウスの普及



倉吉農業高と地域の関係機関が連携し､｢とっとり農林水産人材育成システム｣を構築
地元の高校生を県内農林水産分野の就業者として育成する環境を整え、新規就業者を確保

地域の農林漁業者等が受入先となり、倉吉農業高など
農林水産系学科の高校生に対する実践研修を実施

農業分野

林業分野

水産業分野

倉吉農業高の3年生が、地元農業者
の元で農作業、家畜の飼養などの実技
研修を受講

智頭農林高の3年生が、森林組合
で機器の取扱、測量などの実技研修
を受講

境港総合技術高の2年生が、沿岸・
沖合の漁船に乗船して、漁業体験
研修、加工事業者で製造研修を受講

国家戦略･プロフェッショナル検定のひとつである「食の６次
産業化プロデューサー」の認証を取得可能な講座を開講
認証レベルに応じたカリキュラムを準備
エントリーレベル１

倉吉農業高で全国にさきがけ、
食品科のカリキュラムに食品加
工、衛生管理等の講座に
６次化レベル１の認証取得済。

>>> 食品科の生徒は、卒業と同時
に６次化レベル１取得可能

エントリーレベル２･３

県立農業大学校で、食関連
法規や収支・経営計画、マー
ケティング手法等の６次化レベ
ル２、・３の認証講座を開講

県ＴＰＰ関連対策 ～主な事業～
全国に先駆けた農林水産分野での人材育成システム構築

ＪＡ等が主体となり、高収益品目の園芸団地を戦略的に整備して産地活性化の拠点とする。

①スーパー梨
団地整備

（湯梨浜町）

既存の梨団地を リ ノ
ベーションしたり、新たに
条件の良い水田を樹園
地に転換するなどにより、
新甘泉＋ジョイント整枝
＋網掛け栽培のリース
団地を整備。

面積は１ｈａ程度で５名
程度が入植。１区画２０ａ
程度とし集約的に儲ける
梨経営を実現。

⇒湯梨浜町の事例をモ
デルとし、県内各地にあ
る果樹団地への導入を
検討し、取組み拡大を
図っていく予定。

②スーパーイチゴ
団地整備
（北栄町）

大規模なイチゴ団地
を整備し生産拡大と雇
用創出を図る。

栽培技術を修得した
後は、独立営農する等
により、多様な担い手
による新たなイチゴ産
地を目指す。

⇒Ｈ２８年度は３０ａ程
度で試作。目処が立て
ば、将来的には４ｈａの
イチゴ団地を想定。

木質バイオマスボイラーによる
熱供給に向け、ＪＡ、森林組合、
農業者等で検討会を組織予定

県ＴＰＰ関連対策 ～主な事業～
スーパー園芸団地、バイオマスの活用



消費者の需要が高まっている梨新品種「新甘泉」を早期に増産するために、新技術「ジョイント
仕立て」の普及を加速し、新甘泉の生産を拡大します。

・苗木密植で早期に収量確保できる（5年生収量3ｔ成園化）
・各種作業に省力的な直線的な樹形

ジョイント仕立ての普及上の課題
・定植時、専用大苗が数多く必要。
・専用大苗の育苗はノウハウ必要。個人では容易に作れない。

支援内容 対象者 補助率

「新甘泉」等のジョイント仕立て用２年生大苗の育苗を外部委託する際
の必要経費

農業協同組合、生産組織、農業公社、認定農業者及び準ずる者、
産地計画の担い手

2/3

栽
培
面
積
（
ヘ
ク
タ
ー
ル
）

出
荷
量
（
ト
ン
）

栽培面積

出荷量

販売
単価

(円/kg)
－ － 396 342 479 468 486 482 488 524

生産量が多くなっているのに、単価は向上。
需要が伸びて、供給不足の現状（新甘泉人気）

「新甘泉」生産拡大特別対策事業

※H28.1.31
時点の面積

県ＴＰＰ関連対策 ～主な事業～
果樹新品種の育成［新甘泉の生産拡大］

足腰の強い高収益型の畜産・酪農を創出するため、畜産経営体を中心とした「畜産クラ
スター」を構築し、畜産経営体の収益性の向上に必要な施設整備等を支援します。

・牛舎、堆肥舎等の施設整備、機械整備、家畜導入を支援

収益性の向上

県ＴＰＰ関連対策 ～主な事業～
畜産クラスターを構築



・県産生乳は高品質で、関西圏を中心に「白バラ」ブランドとして定着
・県内の酪農家は高齢化など離農が進み、生産基盤が弱体化
・鳥取県の年間生産乳量は６．５万ｔ（H20年）から５．６万ｔ（H26）に減少

<自家育成牛による増頭>
性判別精液の利用拡大によ

る自家育成で増頭、乳量の増
産を図る。【新規】

<牛の外部導入による増頭>
外部導入により増頭し、乳量
増産を図る。
【拡充】子牛購入時に補助

乳
牛
増
頭
対
策

生
乳
増
産
対
策

＜緊急的な増産対策＞
生乳生産量を増産させた農家に乳価を上乗せする取り組みに支援
牛舎空きスペースの有効活用や生産性向上につなげ生乳の増産を図る【新規】

生産乳量
6万ｔ

県ＴＰＰ関連対策 ～主な事業～
酪農の生乳・増頭対策

全国１～３位独占
白鵬85の3・百合白清２・
百合福久の活用で上物
率（肉質4等級以上）が
9割になると予想。

●鳥取和牛の増頭、改良、販売対策を進め、高品質な和牛肉を増産・販売へ
●更なる和牛の研究と和牛改良を進め、全国をリードする和牛産地へ

■鳥取和牛オレイン５５をトップブランドへ

・脂肪のオレイン酸含有率55％以上
・鳥取の名牛「気高」号の血統
・肉質等級３等級以上

「鳥取和牛オレイン５５」

「鳥取和牛」のブランド向上！

「白鵬８５の３」号

■スーパー種雄牛の活用

３等級
（１０％）

肉質等級
４・５等級

（９０％）
鳥取和牛

肉質等級４等級以上へ検討中

■「高品質な牛肉の産地」のイメージ定着
①鳥取和牛のイメージアップ

・ロゴマークのリニューアル、販売促進資材の一新
・県内旅館で働く仲居さん等へ研修「鳥取和牛マイスター養成」

・県内飲食店の肉質4等級以上のフェア開催に支援
②販売者の販路拡大活動に対する支援

・県内の事業者による県内外の販路開拓活動に対して支援

鳥取和牛
オレイン５５

リニューアル

県ＴＰＰ関連対策 ～主な事業～
牛肉ブランドの強化



21

ＴＰＰ関係地域ドール・全農関連等地域その他地域

【ＥＵ】
・バイヤー招聘

・国際食品見本市（SIAL）出展

【マレーシア】
・観光物産展、レストランフェア
・バイヤー招聘、市場調査

【シンガポール】
・バイヤー招聘、市場調査

【ベトナム】
・バイヤー招聘、市場調査

富裕層へのＰＲ
和牛･カニや水産加工品等の普及

輸出商品・販売先の発掘

【タイ】
・富有柿の販売

・メディア、バイヤー招聘
・メディア向け試食会（柿）

・市場調査
・加工食品のテスト販売

農産品ブランド化・試験販売/
展示会出展⇒ 市場調査 ⇒
販売先発掘を一貫して支援

【台湾】
・梨の販売促進
・物産展開催

【香港】
・梨プロモーション
・メディア向け試食会
（すいか､梨､柿等）

・インターネット等を活用
した販売促進

中秋節に左右されない梨需要の喚起
新品種梨の高級ブランド化
輸出商品・販売先の発掘

【アメリカ】
・市場調査

新

輸出品目・販売先
の発掘

【ロシア】
・バイヤー招聘
・レストランフェア

【韓国等アジア】
原木の輸出

輸出商品・販売先の発掘 業務用食材等の
ニーズとマッチング

県産材のニーズ
の掘り起こし

新

新

新
新

新

新

新

県ＴＰＰ関連対策 ～主な事業～
農林水産物の海外輸出(予定)

西
部
地
区

の
参
考
例

県
段
階
の
取
組

きぬむすめマイスター

【生産対策】

おいしさの見える化

ブランドイメージの確立

こだわりの地域ブランド

食べておいしい「きぬむすめ」

３年連続特Ａ評価にふさわしい「鳥取県産きぬむすめ」

食 味 値 ８ ５ 以 上 を 目 指 し て 取 り 組 も う ！

買ってうれしい「きぬむすめ」

【販売対策】

○地域にあった食味・品質向上技術を
検証し、広く普及

・良食味のきぬむすめ生産農家等をマイス
ターとして委嘱し、篤農技術の迅速な普及

○携帯型食味計により､収穫前にほ場
でも品質チェック

・農家ごとのきめ細かな指導に威力
を発揮し、栽培農家もやる気アップ

○きぬむすめのおいしさを効果的に
情報発信

・有名料理人の知名度を活用した、きぬむす
めの魅力のＰＲ、消費拡大

○高級百貨店等のニーズに合わせた
商品開発

・きれいな水や肥えた土で作られた安全・
安心な高品質米の厳選

○奥大山プレミアム特栽コシヒカリの取組

・コンクール上位入賞レベルの食味を目指し、

研修、現地指導で技術研鑽

○厳しい基準を満たす極良食味米の販売
・良食味米のブランド化
・｢奥大山の水｣等のブランド商品とのコラボ

きぬむすめブランド化推進協議会

奥大山プレミアム特別栽培米研究会

県ＴＰＰ関連対策 ～主な事業～
｢きぬむすめ」ブランド化戦略



【これまでの取組状況】

○ 「とっとり１１５」 のブランド体系の決定

○ 「とっとり１１５の日」 の制定 （１月１５日）
※「とっとり１１５月間」 １月１５日～２月１５日
→ 今年度は、県内の料理店等と連携した原木しいたけ

料理企画の 「とっとり１１５フェア」 を開催

○ 今年度の出荷に向けた体制づくり
・各ＪＡで生産者登録
・出荷説明会の開催

○ 生産者の拡大に向けた技術指導
・原木しいたけ新規生産講座
・原木生しいたけ生産技術高度化事業

【今後の展開】

○ 生産量の確保対策 《新規》
・対象者 ： 「鳥取茸王」 の生産希望者
・支援内容 ： 原木(500本)､種菌(25千個)､ハウス(1棟)

→ 目標販売額 100万円

○ 生産技術の習得 《継続》
・良質な生しいたけの生産技術指導
→ 「鳥取茸王」 の生産者の裾野拡大

○ 「鳥取茸王」 の情報発信 《継続》
・「とっとり１１５月間」 において県内外へ情報発信
・首都圏メディアキャンペーン、大都市圏でのレストラン
フェアの開催

中期的な目標

区 分 名 称 主な規格内容

生

プレミアム規格 鳥取茸王 金ラベル
傘径：8cm以上
厚さ：3cm以上

準プレミアム規格 鳥取茸王 銀ラベル
傘径：8cm以上
厚さ：2.5cm以上

レギュラー規格 とっとり１１５ 傘径：5cm以上

乾 とっとり１１５ 特小厚以上

【Ｈ２７】

2,000万円
・茸王（金） 0.40t
・茸王（銀） 1.60t

【Ｈ２９】

3,900万円
・茸王（金） 1.95t
・茸王（銀） 3.90t

【Ｈ３１】

15,000万円
・茸王（金） 5.0t
・茸王（銀） 10.0t

県ＴＰＰ関連対策 ～主な事業～
｢原木しいたけ１１５号」ブランド化戦略

県ＴＰＰ関連対策 ～主な事業～
合板・製材の生産性強化



まき網漁船
岸壁（新設）

-6m岸壁(増深改良)

-6m岸壁(耐震改良)

工事期間中の陸
揚げ（2隻利用）

港湾区域

漁港区域

将来は３隻分の利用
（漁港区域に変更）

凡例
漁港施設
市場施設

まき網漁船の陸揚げ

-6m岸壁(新設)

イカ・マグロ・ブリ

沖合底曳網

まき網

まき網

まき網

まき網

かにかご

陸送物

高度衛生管理対策の内容
漁業種毎に陸揚エリアを設定
人・一般車両の入場管理
異物混入防止（鳥獣類の侵入、糞尿等）
電動フォークリフトの導入
清浄海水の使用
水産物や水質等の定期検査の実施 等

高度衛生管理型荷さばき所

事業目的
• 安心・安全な水産物を供給するため高度衛生管理に対応した漁港・市場を整備
• 震災時においても早期に水産業の再開が図れるよう陸揚岸壁の耐震化を実施
• 高度衛生管理の導入により高品質な水産物の一層の輸出拡大を推進

-6m泊地浚渫

県ＴＰＰ関連対策 ～主な事業～
境港の高度衛生管理型漁港・市場の整備

農業活力増進プラン改訂に向けた論点

①米農家対策の強化
・米価下落に対応した抜本的な米農家対策の検討

②畜産農家対策の強化
・ＴＰＰ中長期的対策を踏まえた対応（肉用牛・酪農生産基盤強化策の更なる検討）

③担い手育成対策の強化
・ＴＰＰ中長期的対策を踏まえた対応（農業版MBA等）
・スーパー園芸団地の展開拡大（地域主体で取り組む新規就農者育成） 等

④「県産品輸出戦略」のバージョンアップ
・ＴＰＰ中長期的対策を踏まえた対応（戦略的輸出体制の整備等）
・ＴＰＰ参加国における５～１０年後の需要予測を踏まえた対応 等

⑤トップブランド戦略を位置づけ
・品目別対策（きぬむすめ、鳥取和牛オレイン５５、鳥取砂丘らっきょうＧＩ登録 等）

⑥中山間地域における営農課題解決
・土地持ち非農家も含めた農地維持活動
・鳥獣被害対策、各種労力軽減対策の強化（畦草刈り負担の軽減等） 等

⑦ＰＤＣＡサイクルを踏まえた対策強化（全分野）



農業活力増進プラン 重点数値目標

項目 １０年後目標 Ｈ２６数値

①新規就農者の確保 ２００人／年 １２３人／年

②担い手が利用する農地面積シェア増加 ５２％ ２０％

③きぬむすめの作付面積増加 ３，０００㏊（Ｈ３０） ２，３７１㏊

④果樹新品種（梨）の作付面積増加 ２００㏊ １３８㏊

⑤産出額１０億円以上の品目数 １０品目 ８品目

⑥産出額１億円以上の品目数 ５品目増加 －

⑦和牛増頭
和牛繁殖雌牛の増頭 ５，０００頭 ２，９００頭

肉牛出荷頭数の増加 ５，０００頭 ３，４００頭

⑧生乳生産量の確保 ６．０万トン ５．６万トン

⑨農地保全活動

「共生の里」協定締結件数 １０地区 ５地区

農山村ボランティア派遣人数 ８００人／年 ７３０人／年

多面的機能支払交付金の取組面積 ６０％ ４０％

⑩農林水産物等の年間輸出金額 ９億円（Ｈ３３） ４．５億円

農業活力増進プランの数値目標①

重点分野 目標指標 H26 H27 H35目標

担い手の

育成・確保

新規就農者数 123/年 136/年 200/年

家族経営協定締結件数 243組 281組 350組

水田農業の

収益性向上

県外での産地名表示販売数量 5,868ｔ 8,137ｔ 10,000ｔ

きぬむすめの作付面積 2,371ha 2,811ha 3,000ha

園芸産地の

基盤強化

ハウス網掛け施設等の導入コスト －
ﾊﾟｲﾌﾟﾊｳｽ導入ｺｽﾄ

概ね30％削減
30-50％削減

産出額10億円以上の品目 8品目 9品目 10品目

果樹新品種の作付面積 梨 138ha 梨 166ha 梨 200ha

産出額１億円品目 － － 5品目/10年間

県内有機・特栽農産物の栽培面積 1,335ha 1,378ha 1,500ha(H30末)

収益性の高い

畜産経営の

実現

和牛繁殖雌牛 2,900頭 3,000頭 5,000頭

和子牛生産 2,600頭 2,462頭 4,000頭

肉牛出荷 3,400頭 3,300頭 5,000頭

｢鳥取和牛オレイン55｣の発生頭数 353頭 427頭 1,000頭

生乳生産量 5.6万ｔ 5.6万ｔ 6.0万ｔ

専業コントラクター設立 1組織 1組織 3組織

飼料用米の利用拡大(県内需要量) 2,000ｔ 5,200ｔ 5,000ｔ

農場HACCP認証農場 － 1農場 10農場



農業活力増進プランの数値目標②

重点分野 目標指標 H26 H27 H35目標

農畜産物・加工

品の輸出拡大
年間輸出額 4.5億円 3.16億円 9億円

6次産業化・農

商工連携の推進、

新商品の開発

６次産業化事業及び農商工連携事業の

取組累計数
102件 199件 352件

県内６次産業化にかかる農業・水産加

工品及び直売所等の販売金額
387億円 386億円 465億円

中山間地域など

地域農業の推進

捕獲頭数

イノシシ

6,000頭/年
8,342頭

イノシシ

6,000頭/年

ニホンジカ

5,000頭/年
6,468頭

ニホンジカ

5,000頭/年

共生の里協定締結数 5地区 8地区 10地区

農山村ボランティア派遣人数 730人/年 537人/年 800人/年

農業生産基盤の

維持・整備

多面的機能支払交付金の取扱面積（農

地維持支払）
40% 45% 60%

学校給食用食材の県産品利用率 71% 73% さらなる向上

数値目標

農業活力増進プラン ～新規就農者の確保～

H26時点 H27実績 10年後

123人/年 136人/年 200人/年

H27の取組・成果

課題

今後の対応

◇農業研修機能を強化
・農大にアグリチャレンジ研修（3か月、公共職業訓練）、先進農家実践研修（1年）を開講。
・各種生産部会の役員会・研修会への参加、直接の農家訪問等を通じて制度周知。

アグリチャレンジ研修（第１期18名[H27.11月～]、第２期18名[H28.2月～]）
先進農家実践研修（第1期2名[H28.2月～､北栄町長いも･湯梨浜町ぶどう等生産部で受入]）

◇新規就農者を136人/年確保
・多様な就農形態に応じた支援施策を展開（自営就農者に対する営農・生活支援、雇用
就農者・親元就農者に対するＯＪＴ研修助成）。

・平成２７年における確保実績は、自営就農40人、雇用就農74人、親元就農22人。
［参考：平成２６年実績 自営就農42人、雇用就農69人、親元就農12人］

◇研修体制の見直しと新規就農者の受け皿づくり
・アグリチャレンジ研修は、３か月の訓練を実施しているが、この期間では、機械操作等の習熟
度が不十分であり、農家が求めるレベルの十分な人材育成が困難。

・産地における新規就農者の確保に向けた受け皿（研修実施・就農支援体制）をつくり、産地と
して積極的に情報発信する取組が少ない。

◇独立自営就農者のフォローアップ
・新規就農者は技術・知識が不足していることから、経営が不安定であり、十分な営農が実践で
きていない者も多い。

・新規就農者の交流･相互研鑽の場が少なく､経営の不安定な者の中には地域との交流が不十
分な者も多い。

・就農計画は就農後５年間であるものの、機械施設の導入に対する支援は就農後３年間であり、
計画どおりの営農が実践できていない場合、その導入に支障を来している事例がある。

◇雇用就農者の確保と定着率向上に向けた対応
・県版農の雇用支援事業の創設（H20年度）に伴い、雇用就農者は大幅に増加したが、近年は
７０～８０人で推移。一層の雇用就農者の確保が必要。

・事業創設時から現在までの定着率は約５７％。新規就業者の適性、農業への認識不足、技術
の未熟さ等の理由から、早期離職する者も少なくない。

◇研修体制の見直しと新規就農者の
受け皿づくり
・アグリチャレンジ研修の実施体制の見直し（研
修期間を４か月に延長、訓練指導員を３名に
増員）を図る。

・研修生（先進農家実践研修等）の受入地域、
戦略的スーパー園芸団地（梨・イチゴ）の整備
に取り組む産地等において、新規就農者の支
援体制を構築し、新規就農者確保に向けた
情報発信を図る。また、こうした事例を他産地
へ紹介し、普及を図る。

◇独立自営就農者のフォローアップ
・新規就農者のネットワークづくり（新規就農者
交流会の開催等）と先輩農業者も含めた地域
のサポート体制の構築に取り組む。

・機械施設の導入に対する助成対象期間の延
長（就農後３→５年）を図る。

◇雇用就農者の確保と定着率向上
に向けた対応
・個別訪問等によって、農業法人等へ技能等の
習得が可能なアグリチャレンジ研修の一層の
周知と活用促進を図る。

・指導者養成研修会（県農業会議主催）の活用
等によって、雇用主の人材育成能力の向上を
支援する。



数値目標

農業活力増進プラン ～担い手が利用する農地面積～

H26時点 H27実績 10年後

20% － 52%強

H27の取組・成果

今後の対応

◇農地中間管理事業による農地集積が進む
・農地中間管理事業による担い手への農地集積は、着実に進んできている。
・これまでの累計で７１１人、３,４５６haの応募に対し、２２７人、１,０２７haの貸付けを行っている。
未貸付けの借受け希望者に対してもﾆｰｽﾞを聞き取るとともに､地域での話し合いを進めて
いるところ。

※数値目標に対する実績は、農地中間管理事業以外の貸借等も含むため、４月上旬を期限に市町村に照会中

・農地集積のための地域での話し合いを促進する普及啓発番組を制作し､DVD化して普及
・農業改良普及所が地域の座談会で放映し、地域での話し合いが始まった。
・土地改良区の研修会で放映し、その後も改良区内での話し合いが続いている。

◇農地集積に向けた集落総点検を実施
・県内各地域再生協議会が県内全集落の担い手の状況等を総点検
・集落話し合い推進地区を設定し重点的に働きかけ

                                      （単位：ｈａ） 

年 度 年間集積目標 借入面積 貸付面積  うち新規面積 

Ｈ２６年度 １,１００   ６６３ ４２３ １１２ 

Ｈ２７年度(２月末) １,０９０   ５５２ ６０４ ２９６ 

合 計 ２,１９０ １,２１５ １,０２７ ４０８ 

 

課題
◇地域での話し合いの推進
・人と農地の問題に係る地域での話し合いについて、地域リーダーの不在、行政側のマンパワー不足
等により地域によって取組に温度差がある。

◇土地改良施設の整備
・県内の土地改良施設（用排水路､畦畔､ため池等）は､老朽化してきているが、施設の改修には費用
の負担が必要。そのため、担い手への貸付希望農地があっても、所有者、担い手ともに高額な費用
負担は困難なことから､貸付が進まない状況にある｡

◇担い手への農地集積
・遊休農地の利用意向の調査結果を踏まえ､農地中間管理事業を通して活用可能な農地の担い手へ
の集積が必要。その際に農地を点としてではなく面としてとらえ、まとまった農地の貸付が可能となる
よう、その地域の農業振興方針の検討、土地改良区での話し合いが必要。

◇地域での話し合いの推進
・農業構造対策（農地[農地中間管理事業･
土地改良事業]､担い手､生産振興）を関連
させ地域の話し合いを進めるための取組方針
を策定。

・推進に当たっては､関係機関(担い手育成機構､
農業会議､土地改良区､ＪＡ､市町村､県）で
プロジェクトチームを設置。

・地域の話し合い(人・農地プラン)を重点的に
進める地区を設けて、その地区向けに県内
優良事例の提供、助言等を実施。

◇土地改良施設の整備
・土地改良施設の改修や簡易なほ場整備を
必要とする農地は、担い手の希望に応じて、
農地中間管理事業を絡めた有利な土地改良
事業の活用で地元負担を軽減する。

・上記プロジェクトチームによる技術支援及び
有利な制度の活用助言。

◇担い手への農地集積
・遊休農地の利用意向調査の結果を踏まえた
地域の農業振興方針の検討を、関係機関
（土地改良区､ＪＡ､農業委員会､市町村）で
実施するよう､担い手育成機構と協力しながら
働きかけを実施。

・その際には、担い手へまとまった農地の貸付が
可能となるよう助言等を実施。

数値目標

農業活力増進プラン ～きぬむすめの作付面積～

H26時点 H27実績 H30目標

2,371ha 2,811ha 3,000ha

H27の取組・成果

課題

今後の対応

◇｢鳥取県産きぬむすめ｣が食味ランキング３年連続｢特Ａ｣を取得
・2/9 鳥取県産きぬむすめブランド化推進協議会（事務局：全農とっとり）発足

良食味･高品質米の生産､高級百貨店･料理店への販路開拓やＰＲ等の取組を強化

・3/1,13 県内で３年連続特Ａ取得記念セレモニー開催
（3/1 米づくり研修会、3/13 きぬむすめ＆米そだち牛大人気フェア）

・3/22 首都圏で「鳥取県産きぬむすめ３年連続特Ａ取得記念イベント」開催
（とっとり・おかやま 新橋館）

◇作付面積のH30目標を前倒しで達成する勢い
・品種構成の適正化を目指し作付を推進した結果、Ｈ３０目標を前倒しで達成する見込み

◇ブランド化に向けた生産体制の整備
□食味・品質基準の目安を設定し、ＪＡごとに達成に向けた生産体制の構築
・高品質・多収な中生品種として、早生品種への極端な偏りを是正する為に導入された品種で、

改めてブランド米としての仕掛けが必要。
・他県先進地で実施されているタンパク質含有率、粒厚等の特色を出した選別、特別栽培など、

百貨店等のニーズを踏まえた生産体制の仕組みづくりが必要。

□県内全体での食味・品質の高位安定化対策の確立、普及
・面積の急激な拡大に伴い、食味等の品質にバラツキが見られる。
・地域に応じた技術の検証及び普及可能な技術の組立てが必要。

□県内生産量の半分程度を占めるＪＡグループを中心とした販売戦略の構築
・国による生産数量目標の配分に頼らず、自らの販売計画に見合った生産量を確保するため、

県産米販売戦略会議を中心に対応策の検討が必要。
・米農家の大規模化が進む中で、一部担い手農家が自ら施設を整備し直接販売を行っているが、

ＪＡ施設の有効利用と担い手農家の負担軽減の観点から、両者の連携について検討が必要。

◇ブランド化に向けた販売戦略
・３年連続で特Aを取得したが、全国的な評価・認知度はまだ低いため、全国的な評価・認知
度向上のための取組が必要

理由：①産地が西日本の一部に限られ､全国的にメジャーな品種ではなかった
②これまで作付面積があまり多くなかった ③市場から値頃感のある品種として評価・認識

◇品種別作付割合の適正化
・コシヒカリ、ひとめぼれとのバランスを考慮した作付調整の推進

主食用米の作付減、飼料用米の作付増に伴い、ＪＡ等の販売計画、共同乾燥調製施設の稼働
状況などに影響が出ていることから、地域の実態を考慮し作付目標を見直すことが必要。

◇ブランド化に向けた生産体制づくり
・食味・品質の目標を設定し、取組農家、ほ場を
選定した生産に取組

ブランド米の生産目標を各ＪＡ １ｔとし、特別
栽培での取組を開始。百貨店等との継続取
引可能な産地を目指す

・きぬむすめマイスターの選定と活用

篤農家の技術を検証し、それぞれの地域の
特性に応じた栽培技術を普及

・ＪＡ､農業試験場､普及所等の関係機関が連携し､
現地の実態把握と技術普及

各ＪＡに携帯型食味計を導入し、現地指導、
製品の食味・品質把握に活用。
良質米生産の機運を醸成

◇ブランド化に向けた販売戦略
・首都圏等の高級百貨店での取扱に向けたﾆｰｽﾞ
の把握と商品化の提案

県東京本部等とも連携し、具体的な売込先、
方法を検討、調整

・高級料理店等できぬむすめと鳥取ﾌﾞﾗﾝﾄﾞ（鳥取
和牛ｵﾚｲﾝ55､鳥取茸王など）を併せた料理を
ﾒﾆｭｰ化し､鳥取県フェアを開催

・有名料理人等の知名度のある専門家を活用した
効果的なＰＲ

→「食のみやこ鳥取県」首都圏ﾒﾃﾞｨｱｷｬﾝﾍﾟｰﾝ
事業の活用

◇品種別の作付誘導
・県産米販売戦略会議を中心に販売計画に基づく
作付推進計画を設定



数値目標

農業活力増進プラン ～果樹新品種(梨)の作付面積増加～

H26時点 H27実績 H35（目標）

138ha 166ha（暫定） 200ha

H27の取組・成果

課題

今後の対応

◇梨新品種導入面積 166ha
・【内訳（H26⇒H27）】 新甘泉：76ha⇒87ha、なつひめ：27ha⇒27ha、秋甘泉：23ha⇒25ha

（上記実績はH28.2末現在の集計。高接ぎ更新面積が含まれていないため暫定値）

◇「新甘泉」過去最高の単価で出荷
・過去最高の単価（524円/㎏）。面積、出荷量、苗木導入本数いずれも増加中。
・一方で市場ニーズも急速に増大し、安定供給の要望も多数。

◇「ニューモデル園」による新甘泉ジョイント栽培の普及
・平成25年度、県内の６ヶ所（鳥取市（河原町､佐治町､青谷町）､湯梨浜町､米子市（別所､淀江町））に設置。
・ﾆｭｰﾓﾃﾞﾙ園で研修会を開催し、早期多収に優れる新甘泉のジョイント栽培を農家に広く紹介。
・ジョイント栽培の取組面積 H26：0.8ha⇒H27：4ha

◇梨新品種苗木の導入･植付促進
・梨新品種の植栽面積は166haに到達したが、増加速度
は鈍化傾向にあり、植栽ﾍﾟｰｽのｱｯﾌﾟが課題。

・ﾍﾟｰｽﾀﾞｳﾝの要因としては、生産者の高齢化と後継者
不在による生産戸数の減少、「なつひめ」 「秋甘泉」の
苗木導入の伸び悩み、が挙げられる。

※生産者数 H25：1,689戸⇒H26：1,489戸⇒H27：1,326戸
※苗木導入本数（ピーク時⇒H27） なつひめ：3,748⇒55本、秋甘泉：3,141⇒1,297本

◇新たな担い手の育成･確保
・産地からは「すでに大半の生産者が新品種を植栽済」との声が多く、既存生産者による植栽面積
の大きな上積みには期待しづらく、産地づくりの新たな仕掛けが必要。
・新品種の面積増加のためには、新規就農者や退職就農者等の新たな担い手の開拓が重要。

◇ジョイント栽培用大苗の供給
・ジョイント栽培には専用大苗が必要だが、育成には多大な労力と専用施設の整備が必須。
・「大苗が供給されれば自分もジョイント栽培に取り組めるのに・・・」という、生産者の声多数。
・H28に湯梨浜町でジョイント栽培モデル園を1ha整備予定。最低でも1,600本不足の見込み。

◇新甘泉に次ぐ品種（なつひめ、秋甘泉）の品質安定化
・「なつひめ」は「二十世紀」と販売時期が重なって伸び悩み、差別化販売が出来る技術改善が必要。
・「秋甘泉」は選果時に傷がつきやすく、多雨年は低糖度果が多いという問題が発生しており、品質
向上のための適正着果密度等の技術改善が必要｡産地はさらなる導入推進を躊躇している状況。
・いずれも面積の増加に陰りが見られ始めており、生産者の導入意欲を再興する必要がある。

◇梨新品種苗木の導入･植付促進
対策

・梨新品種の導入・植栽を支援する、「鳥取梨生産
振興事業」の積極的な活用を推進する。

・ＪＡｸﾞﾙｰﾌﾟと協力して、退職就農希望者向け事業
説明会を新たに開催する。

◇梨団地を活用した担い手確保
（戦略的スーパー園芸団地整備事業）

・ＪＡ等が梨団地を整備するとともに､入植者の募集･
ＰＲを一体的に行う取組を支援する。

・H28は湯梨浜町の果樹団地（１ha）でﾓﾃﾞﾙ的に実
施し、他地域での取組も啓発。

◇ジョイント栽培用大苗の供給
（｢新甘泉｣生産拡大特別対策事業）

・ｼﾞｮｲﾝﾄ栽培用大苗を､生産者が外部に育成委託
するために必要な経費を助成。

・H28はＪＡ鳥取中央が育成する約1,300本（約80a
分）の大苗育成を支援。

・他地区への波及も進めるため､育成受託業者の開
拓を図る。

◇秋甘泉の品質安定化
・「なつひめ」は園芸試験場が熟期を促進する技術

（※環状剥皮という）を研究中であり、普及組織やＪＡと
連携して技術を早期導入する。

・「秋甘泉」は、産学官で構成する「梨新品種ﾌﾞﾗﾝﾄﾞ
化ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ会議（※）」で高糖度を維持できる適正
着果密度の検討等を行っていく予定。
（※）梨新品種のﾌﾞﾗﾝﾄﾞ化を目的に､鳥取大学､ＪＡ､県関係機関等で組織

数値目標

農業活力増進プラン ～産出額10億円以上の品目数～

H26時点 H27実績 10年後

8品目(H24) 9品目(H25) 10品目

H27の取組・成果

課題

今後の対応

◇《芝》が新たに産出額１０億円を達成
・農林水産省「H25生産農業所得統計」で、芝産出額１０億円を達成

◇《ブロッコリー》県全体･大山ブロッコリーとも過去最高の販売額
《白ねぎ》県内最大産地ＪＡ鳥取西部の出荷量は過去５年で最多

・ブロッコリー県全体の販売額１８億９千万円、うち大山ブロッコリー１４億円を達成

◇《すいか、トマト等》鳥取型低コストハウスの導入が急増
・従来と同等以上の耐候性を持ち、価格を３割程度削減した低コストパイプハウスを開発
・鳥取型低コストハウス導入のため国事業の活用や県事業を創設し、加速的に急増中
・低コストハウス導入実績・計画 H27：137棟3.6ha → H28累計：383棟10.5ha予定

◇《らっきょう、すいか、白ねぎ》選果施設の機能を向上
・らっきょう包装機（ＪＡいなば）、すいか選果場（ＪＡ中央）、白ねぎ選果場（ＪＡ西部）

◇主要園芸品目毎の生産振興対策の充実
・TPPの影響に負けない園芸産地の更なる強化策が必要
→低コストハウスの普及、高性能機械の導入、共同利用施設の機能向上など

・芝に次ぐ候補品目として､ホウレンソウ（6億円）､柿（7億円）が有望、重点対策が必要

◇園芸産地の担い手の育成
・市町村、JA等が連携を密にし、新たな手法の担い手育成対策が必要
→芝：農業研修生・退職就農者等の募集、イチゴ：スーパー団地で雇用就農など

◇芝産地の発展の好機
・２０２０年東京オリンピック需要等を取り込み、芝産地の成長と安定化が必要
・意欲ある生産者から、規模拡大に必要な高性能機械等導入の要望が急増

◇低コストハウスを高度利用
・北栄町産ホウレンソウ等の市場評価が高く、栽培面積増加の仕掛けが必要
・洋菓子メーカーとの連携で、北栄町とJA中央がイチゴ団地の新設を検討中

◇「輝太郎」を核とした柿産地の強化
・柿新品種「輝太郎」は、毎年高単価を維持し、市場評価も高いが、生産量が不足
・H26に甚大な霜被害が発生、梨農家や退職者で新植が盛んで、霜対策が重要

◇主要園芸品目の更なる産地強化
・すいか、トマト等施設品目の支援
→鳥取型低コストハウス導入を加速

・白ねぎ、ブロッコリー、らっきょう等の支援
→規模拡大に必要な高性能機械等の導入

・（国新）産地パワーアップ事業等を最大活用

◇鳥取芝の産地力強化
・規模拡大に必要な高性能機械等の導入、
販路開拓等を支援

・研修制度等を活用して新規生産者を育成
・西洋芝ティフトン新品種の栽培モデル実証
→鳥取市砂丘畑でティフトン新品種を試作

・鳥取芝ブランド化生産振興事業を創設し、
産地力強化を総合的に推進

◇軟弱葉物野菜、イチゴ等の推進
・県外市場、洋菓子メーカー等と意見交換
・低コストハウスの高度利用で、複合品目の
ホウレンソウ等軟弱葉物野菜を推進

・スーパーイチゴ団地のモデル実証
→戦略的スーパー園芸団地整備事業を創設

◇柿の産地力強化
・柿新品種「輝太郎」の植栽を推進
→「輝太郎」特別対策事業等の活用

・初心者向け技術指導を充実
・平易なジョイント仕立技術の開発・普及
・霜害対策システムを活用し被害の未然防止
→果樹等気象災害対策事業等の活用



数値目標

農業活力増進プラン ～産出額1億円以上の品目数～

H26時点 H27実績 10年後

－ 0品目 5品目増加

H27の取組・成果

課題

今後の対応

◇《アスパラガス》を有望品目として、施設化を重点支援
・H27攻めの農業実践緊急対策事業等を活用して、鳥取型低コストハウス導入を促進
→H27実績：アスパラガス栽培農家５戸が、低コストハウス１２棟３０ａを新設

・生産組織活動が活性化し、振興プランが策定されるなど、産地強化策が具体に始動
・H26：栽培農家84戸、栽培面積7.7ha、販売額27百万円 ⇒ H27：91戸、8.5ha、32百万円

◇低コストハウスの高度利用による新品目の推進
・すいか、トマト等の後作に、軟弱葉物野菜、切花等を推進
→H27新規低コストハウス導入状況：37戸、108棟、3.1ha

・候補品目として、チンゲンサイ、シンテッポウユリを選定し、生産振興方策を検討中

◇薬用作物等の特産物育成や新技術導入を推進
・生薬や健康食品の原料となる薬用作物等の関心が高まり、試作等の営農相談に対応
→桑葉（琴浦ほか）、ハトムギ（八頭）、カラスビシャク（倉吉）、カンゾウ（江府）等を栽培中

◇アスパラガスを重点品目として対策強化
・既存産地の東部地区を核に、重点的に新植・施設化等を啓発することが必要
・新植時の土壌改良材、苗、支柱、ハウス等の初期投資額が高く、規模拡大を制約
・生産者間の栽培技術格差が大きく、単収向上のための栽培管理技術（施肥､灌水､

防除等）の修得が必要

◇新規有望品目の掘り起こし
・市場ニーズの高い品目・品種等の情報収集と産地対応の仕組みづくり
・チンゲンサイ、シンテッポウユリ以外の候補品目の選定と、試作等の推進

◇薬用作物等の振興
・国内産原料の需要が高まる一方、殆どの作物が栽培技術が未確立
・生薬原料は、市場流通がほとんど無く、輸入品と国内産品の価格差があまり無い
・製薬会社、健康食品会社等の実需者と生産者のマッチング機会が少ない

◇切花の振興
・シンテッポウユリ、リンドウ等の産地再生のため、育苗体制の確立が必要
・ＥＯＤ技術※等を用いた品質向上、生育調整技術の更なるＰＲが必要
※日没後の加温や光照射により開花や草丈伸長を調整する技術

◇アスパラガスの産地拡大を支援
・低コストハウス、新植時の生産資材等を助成し、
規模拡大を積極的に支援
→産地パワーアップ事業、鳥取型低コストハウスによる

施設園芸等推進事業、園芸産地活力増進事業を
最大活用

・拍動潅水※による増収技術の導入など
※太陽光を用いた自動灌水

◇低コストハウスの高度利用
・JA全農等と連携し、主要市場等から定期的に

情報収集し、JA・生産部等に伝達
・低コストハウス導入の生産者等に対して、ハウス

高度利用のため､複合候補品目の軟弱葉物野菜､
切花等を提案

・新規有望品目の試作等を支援
→園芸産地活力増進事業の活用

◇薬用作物等の生産振興対策
・情報交換、産地連携活動のため、市町村､大学､

製薬会社、県等で協議会を設置
・産地の発展段階等に応じ、品目選定、生産拡大、

販路開拓等の取組を支援
・（県新）薬用作物等生産振興対策事業を創設し、

国事業と併せて産地育成に活用

◇ユリ､リンドウ等の生産振興対策
・花の育苗体制の検討や試験栽培、花き新技術

（ＥＯＤ技術等）の取組を支援
→園芸産地活力増進事業を活用

数値目標

農業活力増進プラン ～和牛増頭～

区分 H26時点 H27実績※ 10年後

繁殖雌牛 2,900頭 3,000頭 5,000頭

出荷頭数 3,400頭 3,300頭 5,000頭

H27の取組・成果

課題

今後の対応

◇スーパー種雄牛の誕生
・スーパー種雄牛「白鵬８５の３」「百合白清２」に続き、全国３位の「百合福久」が誕生。
・「百合白清２」産子の本格セリ上場で、平成２８年３月セリ平均価格は過去最高の８４７千円。

◇和牛繁殖雌牛の増頭が進む
・繁殖雌牛の増頭事業に、県内４９戸の農家が取り組み、１４３頭の増頭が図られる見込み。
・新規参入者への雌牛導入支援により、農家６戸が２６頭の導入を行った。

◇畜産クラスター協議会が各地で誕生
・国事業を活用した牛舎整備が、各協議会を中心に計画された。

いなば畜産クラスター協議会 Ｈ２８．１．２３設立（H２８予定：牛舎１棟）
ＪＡ鳥取中央畜産クラスター協議会 Ｈ２８．２． １設立（ 〃 ：牛舎３棟）
ＪＡ鳥取西部畜産クラスター協議会 Ｈ２８．３． ８設立（ 〃 ：牛舎１棟）

◇和牛繁殖雌牛の増頭対策
・県内で繁殖雌牛増頭の動きが見られるものの、全国的な子牛相場の高騰により雌牛を
購入しにくい状況（特に、県内セリ市場は雌子牛の平均価格が高い）。

・雌子牛が高値取引されるため、子牛販売優先で、優良雌牛の県内保留が難しい。

◇肉牛出荷頭数の増加対策
・「鳥取和牛」のブランド化に向け、「百合白清２」などの子牛の県内保留が必要。
・乳雄肥育等からの和牛肥育への畜種転換が、子牛相場の高騰もあり進みにくい。

◇新規参入や規模拡大に向けた施設整備対策
・牛舎等の施設整備や繁殖雌牛の導入などの負担が増大しており、周辺環境への配慮
も必要なため施設用地確保も難しいことから、新規参入や規模拡大に取り組みにくい。

・畜産クラスター事業への全国からの要望が多く、採択基準も不明。

＜参考＞県内 和子牛セリ平均価格推移
H25年３月：４５３千円 → → H27年３月：６２１千円 → H28年３月：８４７千円

◇和牛繁殖雌牛の増頭対策
・県の増頭事業の希望も多く、継続して実施する
とともに、新たに事業対象として自家保留での
増頭も可能とした。

・地域の和牛改良組合で計画を立て、優良雌牛
の確保に取り組む。

◇肉牛出荷頭数の増加対策
・肥育素牛の導入支援において支援枠を拡大し、
「白鵬８５の３」などの産子の場合の上乗せ上限
額を増額（H27：１３０頭→H28：２００頭）。

・優良和子牛の増産及び県内確保に向け、乳用
牛を借り腹とした受精卵移植への支援を引き続
き行う。

◇規模拡大、新規参入等に向け
た施設整備
・畜産クラスター協議会を中心に、老朽化施設
や空き牛舎の活用も含めた牛舎整備の検討を
進め、新規参入者等の負担軽減を図る。

・国事業で対象外の整備については、県事業で
の支援を行う。

※繁殖雌牛はH27.2.1現在、 出荷頭数はH27年次



数値目標

農業活力増進プラン ～生乳生産量の確保～

H27の取組・成果

課題

今後の対応

◇大規模酪農場の整備が進行
・搾乳500頭規模の施設整備を計画し、平成２８年度の畜産クラスター事業で事業要望中。
・搾乳牛舎、ロータリー式搾乳舎、バイオマスプラントなど、平成29年１１月の完成を予定。

◇乳牛の増頭が進む
・27年度に「次世代につなぐ酪農支援事業」で酪農家3戸が、規模拡大のための施設を整備し、
搾乳牛75頭の増頭を実施した。

・28年度には、大規模酪農場以外に酪農家４戸が畜産クラスター事業を活用した施設整備を
予定しており、搾乳牛２６３頭の増頭を目指している。

・乳牛の増頭対策である「がんばる酪農支援事業」で、48頭の搾乳牛が農家に導入された。

◇大規模基幹農場への支援
・畜産農協出資の新法人が運営する県内最大の酪農経営体（搾乳５００頭規模）が整備
されることから､施設整備の対応から牛の導入､飼養開始後の飼養管理や乳房炎対策
などの衛生管理、糞尿を利用したバイオマス発電や発生した消化液利用などの環境
対策等の総合的な支援が必要。

◇酪農後継者対策
・生産コスト低減に、牛舎新設による規模拡大や牛床マット設置などが必要。
・飼養管理改善での生乳増産も可能なため、農家の増産意欲を喚起する対策必要。

◇乳用後継牛の確保対策
・通常、乳用後継牛は自家育成での確保だが、規模拡大には県外導入も必要。しかし、
子牛価格高騰で必要な子牛が確保できない（計画３５０頭→実施177頭）。

・雌雄性判別精液は受胎率が30%強と低いため、農家等の技術向上も必要。

◇自給飼料の生産拡大対策
・輸入飼料価格の高止まりが続いており､高品質の飼料給与や飼料費の低減のためには、
安定的に自給飼料を確保することが必要である。

◇大規模基幹農場への支援
・施設整備に向けては農地転用手続きなど必要な
事務処理を市と連携して進めるとともに､運営管理
においても畜産クラスター協議会を中心に関係機
関が連携して支援を行う。

・国畜産クラスター事業で対象とならない造成費用
について支援を実施する。

◇酪農後継者対策
・生産ｺｽﾄ低減のための機械整備に支援し､国事業
不採択の牛舎等の施設整備については、計画見
直しや単県支援を検討。

・生乳生産量の増加させた農家に対し、増産部分
へ、乳価の上乗せ支援を行う。

◇乳用後継牛の確保対策
・外部導入の際、購入費が基準価格（20万円）を超
えた際にその差額の1/2を支援。

・雌雄性判別精液の受胎率向上研修会の開催など
技術向上対策を行う。

◇自給飼料の生産拡大対策
・生産拡大に必要な機械整備に畜産クラスター事業
を活用し、不採択時には、緊急に必要な機械のみ
単県支援を検討する。

H26時点 H27実績 10年後

56,155㌧ 55,788㌧ 60,000㌧

数値目標

とっとり共生の里取組地区数
農山ボランティア参加者数

日本型直接支払取組面積カバー率

農業活力増進プラン ～農地の維持・保全～

区分 H26時点 H27実績 10年後

共生の里 5地区 8地区 10地区

ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ 730人/年 537人/年 800人/年

H27の取組・成果

課題

今後の対応

◇多様なサポーターによる農地保全活動が活発化
・中山間地域の農村と企業等が連携して取り組む「とっとり共生の里」による農村の活性化

(H27年度8地区取組)
農地や農業用水路の保全活動における人手不足の解消
まとまった遊休農地の再生
サツマイモ、ソバ、菜種を作付け、収穫物を社員食堂用、公民館前産直市等での販売による
農村の収入増

◇日本型直接支払のカバー率が上昇
・未実施地区の掘り起こし､多面的機能支払と中山間地域等直接支払の重複実施を進め､

H27年度の日本型直接支払のｶﾊﾞｰ率（全農地に占める農地維持取組面積）が５ﾎﾟｲﾝﾄ
上昇(４５％)

◇多様なサポーターによる農地維持・保全活動
・中山間地域の農村を企業等が支援する「共生の里」や、まちなか住民が支援する
「むら・まち支え合い共生の里」について、県中西部の企業や市街地住民の取組が
進んでいない

・受入地区の固定化、受入が少人数地区の増加により、県内ボランティア参加延べ
人数が減少（対前年▲193人）

◇日本型直接支払
・多面的機能支払や中山間地域等直接支払の未実施集落では、地域をまとめる人
や会計事務のできる人が不在

◇農地維持・保全活動の負担軽減
・高齢化･後継者不足により、地域活動で支えてきた多面的機能の発揮に支障
・担い手に農地集積し規模拡大を図るものの、担い手だけでは水路、農道等の管理
が弊害となり経営発展が困難

・中山間地域における畦畔など長大法面の草刈りが重荷

◇多様なサポーターによる農地維持･
保全活動

・｢共生の里｣･｢むら･まち支え合い共生の里｣
について、県中西部を重点的に推進して
いく(目標４地区増)。

・ボランティア受入れ集落の拡大に向け、
市町村単位の農事実行組合長会議や
区長会で事業ＰＲを強化

◇日本型直接支払
・土地改良区ｴﾘｱや旧村単位での組織
広域化に向けた説明会や勉強会を開催
し、未実施地区も含めた取組面積の拡大
を推進

◇農地維持・保全活動の負担軽減
・とっとり型ｾﾝﾁﾋﾟｰﾄｸﾞﾗｽ吹付工法の技術
を確立するため､県内３地区で実証試験
を実施（鳥取市、倉吉市、江府町）

H26時点 H27実績 10年後

40% 45% 60%



数値目標H27の取組・成果

課題

今後の対応
◇ＴＰＰ参加国等への新規市場開拓･販売促進支援
TPP対策国

その他

◇㈱ドール･全農連携国でのブランド化による価格
形成力の向上対策

◇国際認証取得拡大に向けた対応策
・食品加工研究所やｼﾞｪﾄﾛ､商工団体等と連携した事業者の掘り
起こし及び事業者が行うHACCPやISO２２０００等の国際認証取得
等に係る経費を支援

H25時点 H26実績 10年後

4.5億円 3.2億円 9億円

国名 内容
ﾏﾚｰ
ｼｱ

・伊勢丹KLCC店での観光物産展（H28.11）
・高級ﾚｽﾄﾗﾝでの鳥取ﾌｪｱ（H28.11）
・ﾚｽﾄﾗﾝｼｪﾌ､小売業者等への県産食材PRｲﾍﾞﾝﾄ
（H28.11）

・ﾊﾞｲﾔｰ招聘・市場調査
ｼﾝｶﾞ
ﾎﾟー ﾙ

・ﾊﾞｲﾔｰ招聘､現地ﾚｽﾄﾗﾝでの県産食材の情報発信を
検討

ﾍﾄ゙ﾅﾑ ・ﾊﾞｲﾔｰ招聘（牛肉等）
ｱﾒﾘｶ ・市場調査（牛肉等）

国名 内容
香港 ・ｲｵﾝでの観光物産展（H28.7）､ﾌﾟﾛﾓｰｼｮﾝ（すいか7月､

梨･ぶどう9月､柿･あたご梨12月）
・ｲﾝﾀｰﾈｯﾄを活用した県産品の紹介･販売
・現地ﾚｽﾄﾗﾝでの鳥取和牛を中心としたﾌｪｱ（H28.9）

台湾 ・現地百貨店での観光と物産展を開催
タイ ・ﾒﾃｨ゙ｱ招聘､富有柿現地試食会､ﾊﾞｲﾔｰ招聘･市場調査

国名 内容
ＥＵ ・ﾊﾞｲﾔｰ招聘､ﾊﾟﾘ国際食品見本市（SIAL）への出展

（H28.10）
ﾛｼｱ ・ﾊﾞｲﾔｰ招聘､ﾚｽﾄﾗﾝﾌｪｱ（H28.8）
ﾏｶｵ ・ﾚｽﾄﾗﾝﾌｪｱ

◇新マーケットへの輸出拡大に向けた動きが活発化
・《ベトナム》現地市場調査によるニーズの把握（和牛等）
・《ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ》現地市場調査､ﾊﾞｲﾔｰ招聘によるﾆｰｽﾞの把握（ﾍﾞﾆｽﾞﾜｲｶﾞﾆ、水産物

の加工品）
・《ＥＵ》JAPAN-EXPO出展に併せ現地バイヤーと商談（農産物・水産物の加工品）

◇国際認証取得の動きが活発化
・ＨＡＣＣＰ、ＩＳＯ２２０００等国際認証取得件数が増加（H26：2件⇒H27：7件）

◇㈱ドールの販売網を活かしたブランド化が進行
・ドールとのタイアップにより、香港の高級スーパーで新品種梨のプロモーションを実施

◇県内事業者の海外販路開拓が活発化
・東南アジアを中心に水産物や加工食品等を海外で販路開拓を試みる県内事業者に

対する支援数が増加（H26:16事業者⇒H27:29事業者）

農業活力増進プラン ～農林水産物の輸出～

◇ＴＰＰ参加国等への新規市場開拓・販売促進支援
・ＴＰＰの動向を踏まえ、新規市場の開拓を進める必要があるが、そのためには、まずは現地
ニーズの把握や物流及び商流の形成が必要。

・小規模事業者の場合、個々の資金や人的体制では新たな輸出先の開拓に限界がある。
小規模事業者の販路開拓に繋がる商談の機会や仕掛け作りが必要。

・中華圏では本県が水揚量日本一を誇る蟹やその他水産物の需要が見込まれるため､積極
的なプロモーションによる新規市場の獲得が期待される。

・牛肉についてはＨ２７年１１月に県食肉ｾﾝﾀｰがベトナム向け処理施設に登録され、輸出に
向けた取組が動き始めたが、他県に比べ出遅れている。他国を含め、輸出促進が必要。

◇㈱ドール･全農との連携等による県産果実のブランディング
・近年スイカや新品種梨の輸出に取り組み始めているが、８０年以上の輸出実績がある鳥取
二十世紀梨の知名度を活かし､鳥取県産果実全体のブランド化を視野に入れた対策が必要｡

・中秋節の時期が毎年変わることによる二十世紀梨の輸出量の不安定化の解消に向けた対策
が必要。

◇国際認証取得の促進
・先進国でのHACCP義務化の動きを踏まえ、食品や小売りの大手からメーカーへの国際認証
(ISO22000等)の取得要請が広がっているが、中小企業の資力や人的体制では迅速かつ的
確な対応が困難なため、販路の維持・拡大に向けた積極的な支援が必要。

とっとり森と緑の産業ビジョンの推進①
～低コスト林業の実現と県産材の安定供給～

数値目標H27の取組・成果

課題

今後の対応

①県内の森林組合､自伐林家､指導林家との意見交換会を実施し､各主体の現状
と課題を把握。
→各森林組合に平成32年に向けた木材生産計画を作成していただき、目標達成

に向けた素地ができた。
②林道等の路網の整備、高性能林業機械の導入等の低コスト林業を推進。
先進林業国の視察・研修の実施。
→県内の森林組合がｵｰｽﾄﾘｱ製の高性能林業機械を導入(八頭中央森林組合：

自走式搬器導入、鳥取県中部森林組合：ﾀﾜｰﾔｰﾀﾞ、自走式搬器導入）
→木材生産量が大幅に増加＜11.1万m

3
(H20)→18.7万m

3
(H26)＞

→合板工場における県産原木消費量が増加＜59,362m
3
(H22)→102,709m

3
(H26)＞

→木質バイオマス発電所における県産原木消費量が増加
＜0m

3
(H22)→23,776m

3
(H26)→37,000m

3
(H27見込)＞

③森林経営計画の策定率は全国6位（H26末）。
④造林事業予算の確保。

→現場からの要望に対応できる予算を確保し、円滑な施業実施に繋がった。

区 分 H32目標 H27見込 H26実績

素材生産量（万m3） 38 － 18.7

原木の直送量（万m3） 24 － 12.6

素材生産費（円/m3） 6,000 － 8,700

間伐面積（ha/年） 4,200 － 3,050

森林経営計画策定率
（％）

80 － 39

①事業体のレベルに応じた支援
近年､林産事業が主体となりつつある中､林業事業体のレベルに大きな差がある。

②架線系作業システムの導入
施業の奥地化等に伴い､高性能な架線系林業機械（ﾀﾜｰﾔｰﾀﾞ）を活用する「架
線系作業ｼｽﾃﾑ」の普及､操作技術者の育成を進めていく必要がある。

③計画的な森林経営計画の実行
計画量に対し実績が乖離してきており､計画の着実な実行が必要。

④造林事業等の予算確保が必要
搬出間伐の支援水準の上限が引き下がった（H27:100m3/ha→H28:90m3/ha）。

⑤林業労働安全対策の向上
事業量増加に伴い担い手の確保が急がれるが、新規就業者の技術の習熟度が
低い（平成27年に死亡事故が２件発生）。

①外部人材の活用
各林業事業体の実状に対応したきめ細かなﾚﾍﾞﾙ
ｱｯﾌﾟを図るため、中小企業診断士等の外部人材
を活用する。

②オーストリア林業技術・機械の導入
架線系作業ｼｽﾃﾑの導入･普及（機械の導入支援､
ｵｰｽﾄﾘｱ林業技術研修の継続実施、ｵｰｽﾄﾘｱか
ら講師を招聘し技術指導を実施）。

③森林経営計画の進捗管理
市町村単位で森林経営計画推進会議を設置し、
進捗管理等を図る。

④予算確保等
予算確保等について国への要請を継続実施。

⑤林業研修所拠点の整備
ｵｰｽﾄﾘｱの林業研修所を参考にした研修施設の
整備を検討する。



とっとり森と緑の産業ビジョンの推進②
～林産物の高度利用～

数値目標H27の取組・成果

課題

今後の対応

①｢原木しいたけブランド化促進協議会｣において､ブランド化に向けた関係者
の連携した取組を展開(生産体制の確立､販売戦略の実施､原木の安定確保､
生産者の育成･確保等)
■規格 ： 「鳥取茸王 金ﾗﾍﾞﾙ」、「鳥取茸王 銀ﾗﾍﾞﾙ」、「とっとり１１５」
■生産技術 ： 日本きのこｾﾝﾀｰ石川駐在の指導員を講師に招き、生産技術を指導中
■流通 ： 各ＪＡを核とした集荷・共販体制の整備に向けた検討を実施中
■毎年１月１５日を､原木しいたけ「とっとり１１５の日」に制定し､県内の飲食店（26店舗）を
巻き込んだ「とっとり１１５ﾌｪｱ」を開催してＰＲ

→鳥取茸王の復活､とっとり１１５ﾌｪｱの実施､ﾒﾃﾞｨｱへの露出､生産拡大や消費拡大に向
けた機運の醸成など､ﾌﾞﾗﾝﾄﾞ化が目に見える形で進み始めた。

②薬用きのこ(ブクリョウ)の人工栽培技術の開発を加速化するため､屋外において
人工栽培試験を実施

→ブクリョウを接種した原木から菌核形成を確認し､実用化に向けた目途が立ちつつある。

・薬用きのこの既知成分の活用について､官民が連携して検討､推進するため､
薬用きのこ活用戦略推進会議を設置。

→薬用きのこの成分を活用した戦略を策定。

①原木しいたけ１１５号のブランド化
○新規本格生産者の拡大

生産量の確保を図るため新規生産者の参入と既生産者の生産拡大が必要。

○集荷・共選・販売体制の構築
生しいたけの流通体系が確立されておらずブランド化を進める上で支障。

○購入原木斡旋スキームの構築
新規生産者が安心して参入できるための、原木を低コストで調達できる仕組みが必要。

○継続的かつ効果的な情報発信及びＰＲ
消費拡大に結び付けていくための継続的かつ効果的な情報発信及びＰＲが必要。

②薬用きのこの活用
○研究推進と活用戦略の実行に向けた検討

栽培の実用化と、βグルカンの活用に向けた研究推進や、栽培技術の普及及び生産

者の拡大と薬用きのこ活用の情報発信が必要。

①原木しいたけ１１５号のブランド化
○ハウス等の施設整備の支援と良品生産のため
の技術指導を実施する。

○共選事業の確立に向けて、集荷所への運搬手
段の確保や、既存販路を活用した販売体制を
検討する。

○関係機関等で構成する協議会が、原木を斡旋
するスキームを構築する。

○「鳥取茸王」の魅力を県内外に情報発信すると
ともに「鳥取茸王」の美味しさを知っていただく
機会を提供する。

②薬用きのこの活用
○日本きのこセンター菌蕈研究所と綿密に連携
を図りながら、研究を加速化させる。

○産地化形成に向けた関係者の連携、６次産業
化に向けた取組支援及びメディア等を活用した
幅広い情報を発信する。

区 分 H32目標 H27見込 H26実績

原木生しいたけ生産量
（t/年）

91 － 37

原木乾しいたけ生産量
（t/年）

24 － 17

薬用きのこ実用化
（種類）

3 0 0

豊かな海づくりプロジェクトの推進①
漁業経営体の減少を緊急に歯止め ～漁船減少の抑制 沖合漁業漁船代船建造支援～

数値目標H27の取組・成果

課題 今後の対応

◇岩美町網代港地域における｢沖合底びき網漁船の改革計画｣が､国の｢もうかる漁業
創設支援事業｣の認定(８月１０日付)を受け、新船建造に着手することになった。

◇国の｢もうかる漁業創設支援事業｣は船主のイニシャルコストが大きく、リース方式
による支援制度の創設を望む声が強かったところ、国のＨ２７経済対策でリース
方式による支援が可能な水産業競争力強化緊急事業が新たに創設された｡
このため､この事業採択の必須要件とされている鳥取県浜の活力再生広域プラン
をできるだけ早期に策定する必要がある。

◇平成２８年３月１１日に設立した鳥取県広域水産業
再生委員会において鳥取県浜の活力再生広域
プランを策定し､平成２８年４月２０日までに水産庁
へ提出する。

沿岸漁船の計画をひとまず策定し、沖底漁船
については随時計画変更により追加していく。

項目 H26時点 H27実績 H30目標

代船建造数 11隻 12隻 13隻

漁業経営体の減少を緊急に歯止め ～就業者の確保 漁業就職者確保総合対策～

数
値
目
標

項目 H26時点 H27実績 H30目標

漁業雇用促進対策 89名 104名 185名

6次産業化支援 27名 28名 35名

ﾆｯｽｲ水産物加工事業支援 3名 37名 45名

漁業担い手育成研修 10名 13名 22名

シニア就業支援 0名 1名 1名

H27の取組・成果

課題

◇高齢化と後継者不足による活力低下が進む漁村の担い手を確保するため、
新規就業希望者の受入れ、指導及び着業に必要な支援を行った。

◇雇用型と独立型の進路変更を容易にする
など、研修生の状況に応じた研修が実施で
きるよう自由度の高い漁業研修事業に改正
し、漁業研修の円滑化を図る必要がある。

◇従来の漁業研修事業｢漁業就業チャレンジ体験トライアル｣､｢漁業雇用促進対策事業｣､
｢漁業担い手育成研修事業｣を一本化し、雇用型研修と独立型研修を組み合わせた研修
を可能とする。

◇漁業研修支援資金を廃止し、研修生には研修手当を支給する。
◇漁業経営を開始するに当たっての補助対象に漁具を追加する。

今後の対応

◇新規就業希望者の受け入れ先となる漁村決
定の迅速化を図る必要がある。

◇各浜ごとに１０年先の組合員数を推計して今後５年間の漁業者育成目標を策定し、漁業
生産活動を維持するために必要な新規就業者の受入可能人数を明らかにする方向で漁
協と協議する。



数値目標

豊かな海づくりプロジェクトの推進②
漁業経営の安定・所得向上 ～魚価低迷・消費量減少の解消 高度衛生管理型市場・漁港の整備～

項目 H26時点 H27実績 H35目標

完成
年度

国が「境港地区高度
衛生管理基本計画」
「特定漁港漁場整備
事業計画」を公表

基本設計を完成させ、
実施設計・用地買収
に着手

できるだけ
早期に

H27の取組・成果

課題

今後の対応

◇基本設計を完成させるとともに､実施設計､
用地買収に着手した｡

◇当初、国が見積もった概算事業費の試算では約１２０億円であったが、県
による基本設計が終了した段階で約１８５億円に増額することが判明。
国の認証は得られる見込みであるものの、各年度事業費の平準化を求め
られ、Ｈ３２開催の東京オリンピックまでに全ての整備を終えることは困難と
なっている。（中核的な施設については共用開始予定）

【整備スケジュール】

○特定計画の変更
→28年6月

○３号上屋、トラックスケール
→28年3月～29年2月

○１号上屋（１工区）、２号上屋、陸 送上屋
→29年2月～32年3月

○５号上屋、かにかご上屋
→29年2月～30年8月

○１号上屋（２工区）、４号上屋、６ 号上屋
→32年1月～33年6月

漁業経営の安定・所得向上 ～魚価低迷・消費量減少の解消 トップブランド商品の開発～

数値目標
項目 H26時点 H27実績 目標

松葉がに － 松葉がにの
トップブランド化

－

H27の取組・成果

課題

今後の対応

◇｢特選とっとり松葉がに五輝星｣をトップブランド化。
◇11月７日の初競りでは全国最高値の70万円で競り落とされて全国的に話題と
なり、鳥取県産松葉がにのＰＲとブランド力向上に大きく貢献した。
【平成27年漁期の水揚げ結果】

水揚げ枚数：174枚、水揚げ金額：4,847,000円、初セリ時の最高価格70万円
を除く値幅は8,000円～65,000円、平均単価は27,857円

◇トップブランド商品の次候補の検討を行う必要がある。

◇｢特選とっとり松葉がに五輝星｣のトップブランド化の効果を
ある程度見据えた後、次候補トップブランド商品の選定に
ついて､鳥取県産魚ＰＲ推進協議会と協議する。


